
令和３年度補正予算（概要）
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外務省



１．主な施策の概要

• 世界的な新型コロナウイルス感染症の収束に向け、感染症有事対応を抜本的に強化すべく、保健関係の国際
機関経由でワクチン・治療薬・診断薬の途上国への供給を支援する。

Gaviを通じたCOVAXファシリティのワクチン事前買取制度（対途上国）への拠出
グローバルファンド、GHIT等を通じた保健システム強化／医薬品の研究開発及び供給支援等

• 途上国における新型コロナの感染拡大防止を図るとともに、ウィズコロナ下での社会経済活動の再開の取組等
を支援する。また、新型コロナを受けた世界的な社会経済状況の悪化や紛争等による社会の不安定化を踏ま
え、人道状況の改善等に向けた支援を行う。

ニーズに応じて、保健・医療、水・衛生、農業、食料・栄養、居住環境改善、教育、生計向上等の支援を国際機関等経
由で実施 【対象地域：中東・北アフリカ、サブサハラ・アフリカ、アフガニスタン及び周辺国、アジア・大洋州地域】
（※追加財政需要を含む）

感染症
有事対応の
抜本的強化等

「新しい資本
主義」の起動

• 経済安全保障の強化に資する外交上の取組を通じて、日本企業活動の海外展開を一層促進する。
重要鉱物資源のサプライチェーン構築のための支援
ＡＩを活用した外交に資する情報収集及び機微技術防護の強化

• 日本の脱炭素化及び気候変動への適応技術を途上国に展開しつつ、世界の脱炭素化・適応の推進に貢献する。
国際機関等を通じた途上国への脱炭素化・気候変動適応策支援

• 日本企業進出先国を中心に、責任ある企業行動実現に向けた取組を促進し、強化する。
グローバル・サプライチェーンにおける人権デュー・ディリジェンス等の促進

• デジタル化を推進し、柔軟かつ持続可能な働き方を実現するとともに、国民に資する領事サービスの向上を加速する。
情報の一元管理・利活用、テレワーク・ペーパーレスの推進、情報セキュリティ対策等 （※一部デジ庁計上）
領事手数料の電子納付、証明申請のオンライン化等（※デジ庁計上）

国民の安全・
安心の確保等

• 在外邦人の支援や邦人保護の砦である大使館等の機能強化により、海外での日本企業活動の下支えを行う。
日本人学校・補習授業校に対する緊急支援
在外公館における邦人保護体制強化のための緊急対策、在外公館警備強化（防弾車配備）

● 経済対策1,035億円、追加財政需要430億円の合計1,464億円を計上。

※四捨五入の関係上、合計額に不一致あり。



2．補正予算（外務省関連）全体像

• 中東・北アフリカ地域における新型コロナ対策及び社会安定化等支援 91億円
• サブサハラ・アフリカ地域における新型コロナ対策及び緊急支援ニーズへの対応 166億円
• アフガニスタン及び周辺国に対する安定化支援 118億円
• ミャンマーの緊急人道支援ニーズへの対応 16億円

• グローバルファンドを通じた途上国への感染症対策支援 120億円
• GHIT及びUNDPを通じた医薬品の研究開発及び供給支援 1億円

途上国に
対する
支援

経済
対策

• 国際機関等を通じた途上国への脱炭素化・気候変動適応策支援 54億円
• 領事サービスのデジタル化推進（デジタル庁所管分） 10億円
• 外務省におけるDX推進（デジタル庁所管分） 31億円

• 経済安全保障に資する重要鉱物資源のサプライチェーン構築のための支援 2億円
• ＡＩを活用した経済安全保障の強化（外交に資する情報収集及び機微技術防護の強化） 1億円
• 日本企業進出先国等における責任ある企業行動の促進 7億円

国民の安全・
安心確保
【柱４】

• 在外公館における邦人保護体制強化のための緊急対策 8億円

• アジア・大洋州地域における新型コロナ対策及び社会経済活動再開等のための緊急支援 35億円

追加財政
需要

• ALPS処理水の取扱いに関するIAEAとの協力 1億円
• 海外における日本研究促進のための拠出金 18億円
• 国連分担金／PKO分担金 5億円／62億円

経済
対策

追財

• 外務省におけるDX推進（外務省所管分） 11億円

感染症
有事対応の
抜本的強化
【柱２】

• 日本人学校・補習授業校に対する緊急支援 5億円

• COVAXファシリティを通じた途上国への新型コロナ・ワクチン普及支援 701億円

総額1,464億円

「新しい資本
主義」の起動
【柱３】

（令和２年度３次補正予算：1,349億円（＋115億円））
（今次経済対策等の財政支出：1,680億円）

※四捨五入の関係上、合計額に不一致あり。


